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研究要旨： 

 シンガポールにおける民族別人口の変動要因として重要になっ

ている出生力較差の要因を探るため「結婚と既往出生数（パリテ

ィ）に関する状態分布」について分析し、当該コーホートの過去

の結婚・出生行動の結果パリティについての情報は出生力の予測

精度を改善し、ひいては高齢化の見通しに資するのか否かについ

て考察した。 
 期間出生力指標のうちパリティに関する情報を利用しないTFR
には初婚・出生順位別出生ハザードが一度変化するとハザードが

一定になった後もパリティの変化に撹乱されるというパリティ分

布効果（parity distortion effect）の問題が生ずる。このパリティ分

布効果がどのように生じているのかについてシミュレーション分

析を行い、出生力低下の過程で生じる若年層と年長世代のパリテ

ィ分布の乖離がパリティ分布効果の原因であることを模式的に示

して、TFRと比べて出生表の期間出生力指標であるTPPは初婚・パ

リティ状態によって行動が異なることを明示的に統御してハザー

ドの変化を敏感に精確に測定する指標であることを指摘した。と

くに初婚や第1子出生など低次パリティのハザードが変化すると

き、TPPはより適切かつ精確に初婚・出生行動の変化を測定して

いると考えることができることがわかった。 
 

Ａ．研究目的 

 本稿ではシンガポールにおける人口増

加率と出生・死亡・人口移動との関係に

ついて、人口増加率と出生や死亡に関す

る動態率よりも人口（年齢）構造が人口

増加率の地域差をよく説明するという日

本の地域間にみられるような関係がシン

ガポールの民族別人口においてもみられ

るのかを確認した。2010～2015 年の人口

減少を開始した日本と比べると、1970～
1975 年から 2010～2015 年のシンガポー

ルの人口は若く、自然増加率・人口増加

率も高い。逆に言えば、高齢化の水準は

低く、死亡率も低い。そのため、日本の

地域間でみられるような人口増加率の期

首時点における人口（年齢）構造が人口

増加率に強く作用するというパターンは

シンガポールの民族別人口にはみられ

ず、この間のシンガポールの人口変動の

民族差の主要な要因は、中国系で活発な

入国超過と、マレー系の高い自然増加率

の背景にある出生力較差であることがわ

かった。そこで、本稿では出生力較差に

着目し、とくに民族差の要因を探るため

「結婚と既往出生数（パリティ）に関す

る状態分布」について分析し、「結婚と



 

 

既往出生数（パリティ）に関する状態分

布」についての情報（当該コーホートの

過去の結婚・出生行動の結果）は出生力

の予測精度を改善し、ひいては高齢化の

見通しに資するのか否かについて考察し

た。 
 

Ｂ．研究方法 

 本研究は①戦後期以後のシンガポール

における人口変動に関するデータ収集・

分析、②政策志向的分析からなる。 

 シンガポールについて国内で入手可能

なデータは限られており、現地調査によ

って、国内では入手が困難な資料の収集

を行った。シンガポールにおける少子高

齢化の歴史的な経緯と現状の把握ならび

に、人口政策ならびに出生関連政策、少

子化対策の歴史的な経緯と現状を把握す

るために、シンガポールにおけるデータ

収集と文献調査、専門家からのヒアリン

グ調査を実施した。これらの資料を整理

・分析し、調査報告書を作成した。 
（倫理面への配慮） 

調査実施の際には、調査対象者の人権と

プライバシーの保護には細心の注意を払

った。   
 

Ｃ．研究結果 

 初婚と既往出生順位に関する状態分布

を用いて測定されるコーホート指標

（ TCM/TCP ） 及 び 期 間 出 生 力 指 標

（TPM/TPP）と、パリティ状態分布に関

する情報を利用しない期間出生力指標で

ある合計初婚率 TMR/合計出生率 TFP の

関係を整理した。(1)パリティに関する情

報を利用する TCP と TPP は、未婚者と高

次パリティの女性の行動が異なることを

明示的に考慮し統御することができる指

標、(2)TPP と TFR が疑似コーホートから

計算される期間指標であるためコーホー

トの出生力が一定であるとしても、タイ

ミングの変化で撹乱されるというテンポ

効果（tempo distortion）の問題が生ずる指

標、(3)期間出生力指標のうちパリティに

関する情報を利用する TPP と利用しない

TFR を比較すると、後者は初婚・出生順

位別出生ハザードが一度変化するとハザ

ードが一定になった後もパリティの変化

に撹乱されるというパリティ分布効果

（parity distortion effect）の問題が生ずる

指標である。その上で、パリティ状態分

布に関する情報を利用しない場合に起こ

るパリティ分布効果がどのように生じて

いるのかについてシミュレーション分析

を行い、出生力低下の過程で生じる若年

層と年長世代のパリティ分布の乖離がパ

リティ分布効果の原因であることを模式

的に示して、TFR と比べて TPP は初婚・

パリティ状態によって行動が異なること

を明示的に統御してハザードの変化を敏

感に精確に測定する指標であることを指

摘した。とくに初婚や第 1 子出生など低

次パリティのハザードが変化するとき、

TPP はより適切かつ精確に初婚・出生行

動の変化を測定していると考えることが

できた。 
 そして、状態分布を用いて測定される

初婚及び出生に関するコーホート指標

（TCM/TCP）及び期間指標（TPM/TPP）
と合計初婚率 TMR・合計出生率 TFR を用

い、それぞれの指標の特徴に留意しなが

ら 1980～2015 年のシンガポールにおける

中国系とマレー系の出生力変動の差を観

察した。その結果、中国系についてもマ

レー系においても、初婚に関する指標に

ついては、パリティに関する情報を用い

る出生表の期間結婚力指標TPMの方が合

計初婚率 TMR より大きく、TPM はコー

ホート変動に類似する一方 TMR はコー

ホート推移から著しく乖離しており、



 

 

TMR の変化にはテンポ効果と同時にパリ

ティ分布効果の撹乱がみられた。出生に

関する指標については、TFR と TPP の差

は 2000年代後半のマレー系において拡大

した TPP<TFR の差を除くと、パリティ分

布効果は消滅しつつあると考えられた。

また、マレー系については、1990 年代の

後半から 2010 年頃にかけて TMR が急落

しその後急反転していたが、これは TPM
の低下と回復をともなっており急速な初

婚ハザードの低下がうかがわれた。この

初婚ハザードの低下は TPP を低下させる

ので、TPP＜TFR の差を拡大させる要因と

なっていた。 
 

Ｄ．考察 

 本研究で検討した状態分布を 1980～
2015 年のシンガポールにおける中国系

とマレー系の出生力変動の較差について

検討した指標のうち、出生に関する指標

については、コーホート間の変化（出生

力転換による高次パリティ割合の急速な

低下）が起こっているため、TCP と TPP
や TFR の疑似コーホート水準（や変動パ

ターン）を比較するのは難しくなってい

た。しかし、マレー系では 2000 年前後に

これら 3 つの指標が同程度の水準になっ

たあと、TCP はおおむね一定の水準を保

ってきたのに、TPP と TFR は急速に低下

した。マレー系の最近の出生力変動は初

婚ハザード低下の影響が大きいのか、テ

ンポ効果によるものかコーホート出生力

の低下に起因するのかに関する知見を得

るため、TPP が TCP と同じくパリティに

関する情報を用いていることがコーホー

ト出生力変動に関し示唆を与えるのかに

ついて最後に考察し、短期的にはマレー

系も置換水準に近い水準の出生力を維持

するとしても、長期的には 30 歳までの初

婚・出生行動の変化によって近年 30 歳時

状態分布が急速に変わっていることがコ

ーホート出生力に及ぼす影響を注視する

必要があることがわかった。 
 

Ｅ．結論 

 本稿ではパリティに関する情報を用い

ない TFR にパリティ分布効果が生じるこ

とを示すシミュレーション分析を行い出

生力低下の過程で生じる若年層と年長世

代のパリティ分布の乖離がパリティ分布

効果の原因であることを模式的に示し

て、TFR と比べて TPP は初婚・パリティ

状態によって行動が異なることを明示的

に統御してハザードの変化を敏感に精確

に測定する指標であることを指摘した。

とくに初婚や第 1 子出生など低次パリテ

ィのハザードが変化するとき、TPP はよ

り適切かつ精確に初婚・出生行動の変化

を測定していると考える。 
 しかしながら、シミュレーションでは

1980 年シンガポール女性（民族総数）の

20 歳時状態分布と年齢別状態間遷移確率

を前提とし、初婚タイミングが変化する

場合についてのみ検討を行った。1980 年

シンガポール（民族総数）はほぼ人口置

換水準の出生力があり、出生力低下後の

年齢別状態間遷移確率を前提とすると

TFR と TPP の変動パターンも異なる可能

性がある。最近の出生力変動へのテンポ

効果やパリティ分布効果の影響を調べる

ためには、その寄与の分解など実績デー

タへの実証的なアプローチが必要だろ

う。また、出生ハザードが変化する状況

ではパリティ分布効果の TFR への影響を

拡大させる可能性があり、検討が必要だ

ろう。 
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